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中　　原　　精　　一
1　は　　し　が　き
　アメリカ合衆国憲法が制定された当時の経過から推して，国際条約と連邦議会法との国内的効力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①の抵触問題については，建国当時，ほとんど関心がよせられていなかったとみてよかろう。合衆国
憲法第6条一いわゆる最高法規条項一に，憲法や法律とならんで，条約が国の最高法規である
と規定されたことも，実は独立戦争後の，イギリスとの平和条約（1783年）に規定された，外国人の
財産権の保護を目的として，各州の財産没収法との抵触を解決する手段として設けられたものであ
　⑦
る。
　しかし，連邦国家としての体制がすすむにつれ，連邦政府の権限が強化されるようになってか
ら，外交権に関する諸問題は，アメリカ合衆国の国政の中で，重要な地位をしめるようになってき
た。そして，当然に，国際法及びアメリカが締結した条約が，最高法規条項では，明らかにされて
いない，憲法及び法律と，どのような関係にたつかということが議論されるようになってきた。
　まず，アメリカ合衆国の締結した条約が，国内的にどのような地位におかれるかについては，最
高法規条項のいう「一一合衆国の権限のもとに，既に締結され，または将来，締結されるすべての
条約は，これを国の最高法規とする」ことによって，条約が国の法（land　law）であることは異存が
　③ない。
　アメリカ法が，イギリス法を継受しているという歴史的な過程から，すくなくとも，一般国際法
について，イギリスにおいて確立していた，「国際法は国内法の一部である（International　law　is　a
part　of　the　land）」という，コモン・ローの原則が，当然，合衆国憲法の最高法規条項にも影響した
　　　　　　　　　④ことはたしかである。
　条約が国内法であるということは，ただちに，国内法である憲法や議会法との国内的効力関係の
位置づけが問題とされなければならないのであるが，アメリカ憲法はこのことについて，なんら解
決の糸口を与えていない。が，一般にアメリカでは，条約は連邦議会の法律と同位にあると主張さ
　　　⑤れている。
　しかし，この条約と法律との「同位の原則」は，両者の効力が抵触したとき，いずれを優先して
適用すべきかという問題が生じた場合，かならずしも，明快な解決のきめ手とはなっていない。む
しろ，このような場合は問題をかなり複雑にしているといってもよい。
　議論のなかで，「後法は前法を廃止する（leges　p・steriQres　pri・res　abr・gant）」という国内法におけ
る一般原則が，条約と法律との関係においても，当然に適用されるべきである，とする主張があ
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る。しかし，この原則を適用することは，条約優位論者にしても，法律優位論者にしても，事前に
成立した条約もしくは法律の有効であることを主張するときに，引合いにだされる原則である。と
ころが，事前の条約もしくは法律の効力を論ずるときは，この原則の適用を否定するという，きわ
めて便宜的な原則である。
　条約が既存の法律と抵触したとき，条約を法律に優先して適用しなけれぽならないと主張する，
条約優位論者は，ただちにこの原則を採用したが，法律優位論者は，このような場合，条約と法律
の成立過程の相違を理由に，必ずしも事後の条約であっても，既存の法律に優位するものではない
　　　　⑥と主張した。
　同じような結論が，既存の条約と事後に制定された法律との抵触の場合にも論ぜられる。この小
論においては，既存の条約と事後に制定された法律との効力が抵触する場合，どちらが優先して，
国内法として適用されるかという問題について，この間のアメリカにおける条約優位もしくは法律
優位の主張を検討することにある。
　条約優位の論者は，条約は契約であることから，「契約は守らなければならない（pacta　sunt　servan．
da）」という原則を主張し，契約の当事者である外国の立場を重視する。そして，この条約成立過程
における外国の地位が，条約の国内的効力にも重要な役割を果すべきであることを，強く主張す
る。
　一方，議会法優位の論者は，当然に「後法は前法を廃止する（1eges　posteriores　priores　abrogant）」
原則を主張すると同時に，法律を優位におくことは，国家主権の維持であるとする。既存の条約を
事後に法律が廃止する力は立法府にあたえられた権利の行使であり，国家が対外的に主張できる主
権の行使であると主張する。この主張は，とくにChinese　Exclusion　Casesにおける各裁判例の中に
随所にみられる理論である。
　なお，主題に関連して取上げる重要な問題は，司法部が条約をどのように取扱うかということで
ある。今日，アメリカ合衆国最高裁判所の判例で，条約に関する国内法上の効力についての，はっき
りした判決例はでていない。この小論でとりあげる裁判例における見解も，すべて付随意見（dicta）
としてのべられているものである。むしろ，アメリカにおいては，条約は政治問題（political　ques．
tion）として，司法審査を避けようとする傾向が強い。そして，どうしてもなんらかの結論をださ
なけれぽならない場合には，条約と他の国内法（憲法も含めて）との両者が，’できるだけ抵触しない
ように解釈されるべきであるとされている。
注①　Sutherland，　Restricting　treaty　making　Power　65．　Harv．　L．　R．，　No．8，】952，　P．］318．
　⑦ibid．，　p．1318．また，判例の中にも最高法規条項は，州法規制のために設けられたものであると，する
　　ものがある。
　③　ただし，1829年のFoster　v．　Neilson事件で，ジョソ・マーシャル判事は，条約が国内的に執行され
　　るには，条約自身が執行力をもつものと，国内法の制定をまたなければ執行できないものとがあると主
　張した。すなわち，「ある条約が，立法規定の援助によることなく，自動的に実施されるものであれば，
　その条約は裁判所では立法行為による法律と同等なものとみなさなければならない。しかし，規定の条
　項が一つの契約を意味し，締結国のいずれかが特定の行為を行うことを約束する場合であれば，その条
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　約は行政府にそれを求めているのであって，司法府にかかわるものではない。従って，その条約が裁判
　所にとって規則となるためには，そのまえに，立法府がこの契約を実施しなければならない」。
④　アメリカの判例の中でも，国際法が国内法であるという見解を示すもめが多く数えられる。例えば，
　Ware　v．　Hylton（1796年）で，チャールズ判事は，条約を国の最高法と認めると同時に，「国際法には
　一般的，約定的，慣習的なものの三種がある。その第一のものは，人種の～般的同意によって，普遍的
　に確立され，すべての国家を拘束する。第二のものは明示の同意にもとづき，普遍的でなく，それに同
　意した国のみを拘束する。第三のものは，暗黙の同意にもとづき，それを受容した国のみに対して（そ
　の遵守は）義務とせらるべきである」とのべている。深津栄一「国際社会の法構造」】18頁。
⑤高野雄一，憲法と条約，
　　条約は，「国際法を制定するが，また国内法をも制定する。合衆国憲法のもとでは，条約は国の最高
　法となる。実際，条約法は憲法に超越することができるのに対して，i義会法は憲法に適合しない場合は
　無効であるという理由で，条約は普通法に優位している」という，ジョン・フォスター・ダレス氏のよ
　うな条約が憲法に優位するとの主張もかなりある。Schwarz，　American　Constitutional　Law，　p．323．
⑤中原精一，米国における既存の法律と条約との関係，明治大学法制研究所紀要。
2　既存の条約を優位とする主張
　条約と連邦議会の制定する法律との国内における効力の抵触問題は連邦政府の権限の弱い建国当
時には，殆ど議論の対象にはならなかったが，ミシシッピ川の航行権をめぐるスペインとの間に締
結された条約（1796年）の審議に至って漸く表面化してきた。が，このときの論議の主要点は，連
邦権と州権との問題及び連邦政府の条約締結権の問題などが主なものであり，条約と連邦議会の法
　　　　　　　　　　　　　①律との問題は，二，三の論議をのぞいては，既存の法律と事後に締結された条約との国内効力の抵
　　　　　　　②触問題に集中した。
　既存の条約と事後に制定された法律との関係については，両者の規定をできるだけ抵触しないよ
うに解釈することによって，解決をはかろうとする考え方がつよいにもかかわらず，判例における
付随意見では，1850年頃から事後の法律を条約に優位して適用しようとする傾向が拾頭し，その結
：果として，法律優先の判決例が数多くだされてきている。が，しかし，早い時代から事前の条約を
事後に制定された法律より優位におこうとする議論もかなり強く主張されてきている。
　もっとも早い時期に主張されたものとしてあげることのできる例は，ハミルトンが，ニューヨー
ク市のMay・rs　C・urtで審理されたRutgers　v．　Waddingt・n（1784年）事件について論評したものの
なかに見いだされる。
　この事件の審理に適用された，ニューヨーク州のTresspass　Actは，イギリスとの平和条約より
以前に可決された，ものではあるが，この法律の可決の段階で，すでに平和条約に何が規定されるか
を予期していたから，両者の関係は，既存の条約と事後の法律との関係と同一に観察してよいと前
提して，この事件における法律の内容は明らかに条約規定に抵触しているから，既存の条約に違反
した事後の法律として理解すべきであるとして，条約優位の理由を次のように主張した。「被告を
義務づけることは，国際法に違反し，厳粛な平和条約に違反したために評判を失い，連合を侵害す
るように敵国を復活せしめ，同盟の平和をおびやかすものと考えられる。われわれは，このような
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ことが立法部によって意図されることを，支持してもよいだろうか。法律が，このようなことを意
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図することはできない。もしそのように意図されたとすれば，その法律は無効である」。この主張
は，その当時のアメリカの国際的立場を考慮した素朴な政治的論議であったが，この主張にもみら
れるように，条約は外国との契約によって成りたつものであるから，契約当事者としての外国の意
思を無視して，国内法上，一方的に条約を破棄することはできないという考え方は，条約優位論の
中に共通してみられる，基本的な態度である。
　ハミルトンは，既存の法律に対する事後の条約の効力については，「xX後法は前法を廃止するxx
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　という法諺にしたがって，条約に反する既存の法律を必然的に廃止しなければならない」，と主張
しながら，既存の条約と事後の法律との効力関係については，先の政治的議論にみられるように，
その主張を放棄して，まったく逆の立場にたった。
　ハミルトンは，上記の政治的論議に加えてさらにこれを条約権と立法権のそれぞれの内容を検討
することによって理論的に既存の条約が法律に優位することを裏付けした。国内法律をつくる権限
は，立法府の権能であり，外国との間で，条約を締結するのは行政府の権能である，にもかかわら
ず，「憲法によって，下院は課税する権限をもっているが，条約は特別な場合，その行使を制限す
ることができる。なぜなら，個人と同様に国家は協定によって，その行為の道義的力を奪うことが
できる。そして，国の立法に関係する機関は，連合権もしくは契約する権限の機関のなす協定によ
　　　　　　　　　　　　　って，その効力が制限される」とする。そして，このように外国との契約が，立法府の行為を拘束
する力をもつものであるから，「条約権について立法権をみる場合，条約権は，立法権からのぞか
れるというよりも，条約権は特別な場合，立法権に対する例外的権限である，といったほうがより
　　　　　　正しいだろう」，と条約権の本質は立法権と全然別な権能ではなく，立法権の例外的権限として認
められるものであると主張し，この立法権の例外的権限としての条約権に基く条約は立法における
特別鵬合として通常の法律より纒先し樋用されるべきであるとす£
　ジョン・ジェイは，フェデラリストのなかで，条約は通常の法律と同じように随意に廃止できる
と信じている人がいるが，それは間違っていると警告している。条約は，外国との契約である。契
約である以上，両国が十分にその契約を履行することを確認しておかなければならない。自国だけ
が絶対的な拘束をうけて，相手国は勝手にその契約を修正し，廃止することができることを認め
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　て，契約を承諾する国家を発見することは困難である。「条約は，契約当事国のいずれか一方では
なく，両者によ。てつくられる・とを忘れて・まならな亀だから，「両当麺の同意1、，条繊立
のときに必要であると同龍，条約の変更・廃止のときにも腰とされるものであ薯」から，＄後
の法律に違反するからといって，条約を一方的に無効にすることはできない。
　ジェイは・リッチモンドにおける大陪審への非難のなかで，この考え方をさらに強調して，次の
ようにのべている。まず「…一・合衆国の法律は，三つの大きな区別を認めていることを注目すべき
である。第一に合衆国の権威のもとでつくられるすべての条約，第二に国際法，第三に憲法及び合
　　　　む衆国の法律」である・条約の性質については，「独立国間の条約は，相互同意及び協定から，その
力と翻がひきだされる契約，もしくは取弓1きであ乳そして，「ひとたび正式に締結されれば，
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬他の一方の同意，または一致なしには，他の一方の当事者によって変更されることはない一一」，
と条約の変更には相手国の承認を必要とすることを主張し，さらに，「われわれは他の国と商議し，
契約をつくることはできるが，われわれは，彼等に対して立法することはできない。また，われわ
れは自分達の法律を廃止し，変更することはできるが，国家は勝手に条約を修正する権能をもたな
⑭
い」。以上のような理由から，条約は必然的に国の最高法となり，そしてそのように，「きわめて当
　　　　　　　　　　　　　　⑮然に憲法第6条に宣言されている」，と主張している。また，「条約もしくは条約の条文にその有効
性に疑問と間題がある場合には，これらの疑問は，その事件に関係する国際法の原理・原則にした
　　　　　　　　　　　　　　⑯がって解釈されなけれぽならない」，とのべている。
　ジェイの主張と同じように，条約は他国との同意を必要とする契約であるから，もしそれを廃止
しようとするなら，それは「当事者の相互協定によるか，さもなければ戦争によってのみしか，条
　　　　　　　　　⑰約を廃止する途はない」，という主張もなされる。
　この主張は，ジェイ条約を審議した第4議会における論議の一つであるが，この時にはなおほかに
二，三の既存の条約が，事後の法律に優位することを支持する見解がみられる。たとえば，ペンシル
バニヤ州のW．フィソドレーは，国家は「法律の廃止によって，法律の圧迫から解放されるが，他の国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑱の同意なしには，条約から生じた苦難からは解放されない」。また，G．スミスは，「国家も，政府のい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑰かなる機関も，全く条約がかたい約束であるという理由で，条約を拒絶する自由はない」，とのべ，
さらに次のように宣言した。「条約が有効なことは，合衆国の法律としての恒久性をもつ理由と性
質によってであるということから，（既存の条約は）条約に反するすべての法律を可決する合衆国の
　　　　　　　　　　　⑳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳立法部の権限を制限する」。F．エイムズは，「道義と誠意（g・od　faith）を必要とする法律」は，すべ
てに優先するとし，条約はまさに，誠意（good　faith）を特に必要とする法形式であると主張する。
　1816年の第14議会でのイギリスとの通商条約を実施する法律制定をめぐって争われた議論のなか
で，当然，既存の条約と事後の法律との関係が論議された。このときの主張でもエイムズのいう誠
意（gOQd　faith）が他の普通法以上に特に条約には要求されていることから，国内で一方的に条約を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳廃止することはできないという意見が大勢を占めた。
注①　このときの主張は，とくに既存の条約が事後の法律に優位するというのではなく，一般的に条約は，
　事前・事後を問わず法律に優位するということにあった。そして，その主張は主に州法の条約違反を非
　　難することから導きだされたものである。J．　Elliot（ed），　The　Debates　in　the　Several　State　Conven．
　　tions　on　Adoption　of　the　Federa｝Constitution，5vol．，2nd　ed．，　IV，　P．276．
　⑦この間の事情については，拙著「米国における既存の法律と条約との関係」，明大法制研究所紀要に
　　略述した。
　③　Erades　and　Gould，　The　Relation　between　international　Iaw　and　Municipal　Iaw，　p．41g；R．　B．
　　Morris（ed），　Alexander　Hamilton　and　the　Founding　of　the　Nation，］957，　P．217．
　④Erades　and　Gould，　op．　citりp．380．
　⑤ibid．，　P．424．
　⑤ibid．，　p．424．
　⑦ibid．，　P．424．
　③　The　Federalist，　no．64，　Modern　Library　Edition，　p．421．
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⑨　　ibid．，　p．421．
⑩ibid．，　P．421．
⑪Erades　and　Gould，　op．　cit．，　p．422．
⑫ibid．，　p．422．
⑬ibid．，　P．422．
⑭ibid．，　P．422．
⑮ibid．，　P．422．
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⑰Annuals　of　Congrss，4th　Cong．，　lst　sess．，1795～1796，　cols．644．この意見はノースカロライナ州の
　B．ウイリアムスの意見である。なお，コネクチカット州のJ．コイットは，「ある状態では，条約の破
　壊が正当なものであるということ，また，条約が破壊的であるかどうかもしくは条約を維持して平和を
　保つか，それを破って戦争を宣言するかは，下院の権限内にある」，ということを認めた。ibid，，　cols．
　655～57，663，667；Erades　and　Gould，　oP．　cit．，　P．426．
⑯Annuals　of　Congress　4th　Cong。　cols　590，
⑲ibid．，　cols．595．
⑳ibid．，　cols．595，596．
⑳ibid．　cols．1244，　Story裁判官も条約は他の法律以上に特にGood　Faithを必要とされるものである
　ことについてのべているQStQry　Commentaries　on　the　Constitution　of　the　United　States，　abridged
　editiQn，1833，§966，　P．683．
⑳Erades　and　Gould，　oP．　cit．，　PP．427～428；Annuals　of　Congress，14th　Congりlst　sess，18i5～1816，
　cols．457～545．
3　事後の法律を優位とする主張
　一般に連邦議会の制定した法律が，条約よりも国内的効力関係で優位におかれるべきであるとす
る，アメリカ合衆国でのもっとも単純な理論は，合衆国憲法第6条のいわゆる最高法規条項に規定
されている，憲法・法律及び条約の配列のしかたにその根拠がある。
　たとえば，ジェイ条約批准のさいに，ペンシルパニヤ州のジョン・シュバンビックは，次のよう
に説明する。つまり，憲法の最高法規条項の三つの形式を分析すると，書かれている順序から，当
然にその相互の効力関係も，「…・一第一にこの憲法，第二にこの憲法に従って制定され，国の承認
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①と三つの機関の同意が与えられた法律，第三に条約」である。また，条約の性格については，「こ
の最後の条約が，第二の法律を廃止できるという理論が，いかに不合理なことか。すなわち，国家
の単に二つの機関が関与するにすぎないにもかかわらず，すべての権限，つまり歳入を必要とする
法案を含むすべての権限を内包しているこの第三の条約は，実は単なる財産管理人にすぎないから
　　②である」。
　条約と法律の成立過程において，関係する機関が，条約は政府と上院であるが，法律はさらに下
院がこれに参加し，しかも下院は，国民のもっとも民主的な代表者であるから，これらによって判
定された法律は，当然政府と上院のみしか参加しない条約よりも優位にたたされるべきであるとす
る理論は，一般に法律優位論の根拠ともなっている。しかし，条約優位論の側からは，条約の成立
過程において関係する機関についての法律優位論の主張には，契約当事者である外国の立場をみお
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　　　　　　　　　③としていると反論する。
　憲法に書かれた順序に従って，効力関係の序列をきめようとする上記の理論は，今日ではそれほ
ど大きな理論的役割をもっていない。なお初期の法律優位の主張は，このほかにジェイ条約批准の
　　　　　　　　　　④　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤際のJ．コイットの主張，フランスとの条約と1798年の議会法との抵触についてあらそわれた論議，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥　　　　　　　　　　　　　　　　　，及び1821年のAm呈able　Isabella事件での報告などがあげられる。
　既存の条約を事後の法律が無効にすることができるという主張を裁判所で最初に採用した例は，
アイオワ州の最高裁判所のWebster　v．　Reid（1846年）事件における判決の中にみられる。この判決
で，「条約は，憲法によって国の最高法と宣言されているが，それは同時に議会法についてもいえ
る。議会法は一つの法律が他の法律を廃止するのと同じ方法で，条約を廃止することができる」，
とのべられている。この理論は，条約は憲法上，国の法律であるから，その国内的効力関係につい
ては国内法における「後法は前法を廃止する」，という原則にしたがうものであるという理論を採
　　　　　　　⑦用したものである。
　この時期には，学説の上でも，Webster　v．　Reid事件での法律優位の理論を支持する見解がかなり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥あらわれた。例えぽ，大統領及び上院の同意があれば，条約を下院が廃止することができる。また
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨「戦争宣言の権利への付帯事項」として，議会が条約を無効もしくは変更する権利をもっている，
というような主張がなされた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩　1832年のロシヤとの通商条約と，1842年の関税法との間の抵触問題で生じた二つの事件は，結果
的には，条約と法律との抵触問題として判決されたわけではないが，その事件の審理過程で，きわ
めて示唆に富んだ議論がなされ，とくにTay1・r　v．　M・rt・n（1855年）事件でのカーチス判事の見解
は，のちにこの種の裁判例に大きな影響を与えた。
　Tayl・r　v．　M・rt・n事件で，カーチス判事は，まず条約を執行することを拒絶する権限は，政府
（90vernment）にあるとして，「…一そうする権利は，その独立に深く影響することなく，政府の剥
奪されない特権である。アメリカ合衆国の国民が，いかなる場合にも，政府のこの権限を剥奪した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑪と私には思えない。それは，ある場合には存在し，そして適用すべきであると，私には思える」，と
主張する。そして，その政府の権限を行使する機関lrk　，・「一一それが議会に属することは疑いない
ようである。……・・そしてまた，これらの国内法（条約をふくむ）を廃止する権限が，いかなる場合に
も存在しなければならず，議会以外の他の権限がそれを所有しないのだから，そのとき，立法府は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫憲法が立法府の下においている国民に関係している法律を適用する」とのべて，立法による既存の
　　　　　　　　　⑬条約の廃止を強調した。
　この事件は，1842年の関税法が，アメリカに輸入されるロシヤ麻に，その他の国から輸入される
麻とくらべて，不利な関税率を規定していることから，この不平等規定は，1832年のロシヤとの通
商条約の最恵国条項に違反しているのではないかということで問題となったものであるが，カーチ
ス判事は，Pシヤ麻がなぜ他の国の麻と異った関税率となっているかという事実問題を，裁判所が
判定することは困難な仕事であり，結局そのような判定は，裁判所の能力外であり，それは立法部
　　　　　　　　　一　　⑭の役割であるとのべている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮　条約がただちに純然たる国内法であるかどうかについては，多くの見解がある。が，カーチス判
事はこのことに関しては，条約は外国との契約ではあるが，しかし排他的にそれは純然たる国内法
であるとした。そして，アメリカを外国政府に従属するcchelpless　condition”にのこすことを欲しな
　　⑯かった。ジェイやハミルトソなどの条約を優位におこうとする人々が，条約の国内的効力を論ずる
とき，条約優位の根拠として，その成立過程における，契約当事者である外国主権を考慮に入れた
のに反して，カーチスのこの主張は契約のこの一方の当事者一外国一を条約の国内的効力関係
　　　　　　　　　　⑰から排除したものである。
　J．G．クリッテンデソは，スペイソとの1819年の条約と抵触する議会法に関する意見の中で，次
のようにのべた。「議会法は一一条約と同じように，国の最高法である。両者は，同一の基礎にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑱かれる。そこでは，権力を与える法律の最後の表明が優位しなけれぽならない」。この見解は明ら
かに「後法優位の原則」の適用である。彼はさらに，「私は，条約の尊厳に無関心ではないし，ま
た条約の忠実な遵守の公の重要性を認識している。しかし，その道義的効力及び，国際法の下での
義務はm在考察の主題ではな漂」．「われ撚の前の問騨，離の下での条約の法的枷をふく
んでいる。条約はそれに抵触する，すべての議会法を無効にするということは，それへの永久の服
　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳従に政府の全政治権力をおくことになるが，」一一「この国における最高の政策及び立法権は，こ
の憲法の下で，合衆国の議会の手にある。そして，その行為は憲法による場合を除いては，誰から
も麦配されることはない。しかも憲法は，議会が条約に一致しない法律を可決しないといってはい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳ないし，禁止が課せられることはまったく考えられないできごとであるだろう」，とのべている。
　既存の条約と事後の法律との関係について，連邦最高裁判所が最初に示した見解は，The　Cher・－
kee　T・bacc・Case（B・ndinet　v．　U．　S．）（18ア0年）である。この事件で，最高裁判所は4対2で事後法
が既存の条約に優位して適用されるものと判断した。この多数意見を支持したスウェイン判事は，
次のようにのべている。「条約は，憲法を変えることはできないし，またもしこの文書に違反して
いれば，無効であると判決されるということはいう必要はない。これは，われわれの政治の性質及
び，基本的原理から生じるものである。条約と議会法は，それらが抵触する場合には，憲法によっ
て解釈されない。一…・（この場合は，単純に）条約は前の議会法を廃止し，議会法は前の条約を廃止
　⑳する」。このようにスウェイン判事は，条約の違憲性審査を否定するとともに，条約と法律との関
係は，「後法優位の原則」を適用している。
　いま一つとりあげる事件は，Head　Money　Case（1884年）である。この事件で問題になったのは，
アメリカの港へ船でくる外国人に50セントの課税をするという，1882年8月3日の移民法に，いく
つかの存在する条約が抵触するかどうかということであった。なかでも，1883年にニューヨーク東
地区巡回裁判所で問題の人頭税は，通行人に課せられたものであり，それゆえに，既存の条約に違
反すると主張された。ブラッチフォードは，それは船の所有者と，その船に課せられた税金である
　　　　　　　　　　　　　　　⑳から，条約規定に違反しないとした。そして，さらに事後の法律が，既存の条約に優位するとして，
次のようにのべた。「条約は，全面的に国の法とはいえない。むしろ，条約は法律を制定するとい
う条項の部分をのぞいては，契約以外のなにものでもない。この条項なしに，条約は事前の抵触す
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る法律を廃止することはできない。また，条約は国の最高法として，事後の抵触する法律によって
廃止されなければならない。そうでなけれぽ，条約と法律の両者が国の最高法であるという条項
は，効果のないものとなる。事後の抵触する法律に反する条約は，この新しい法律が，古い法律
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．（条約）を廃止するまで，国の最高法としての効力をもつ」。ここにも「後法優位の原則」にもとつ
く，事後の法律優位の主張がみられる。
　このように「後法優位の原則」は，広く事後法優位の理論の根拠となっていたが，外国人排斥法
にからむ一連の事件の審理においては，Taylor　v．　Mort・n事件でのカーチス判事の議会主権の見
解が復活した。議会主権の主張は，一方で政治問題に関する裁判所不介入の原則をつくると共に，
他方では条約に対する議会法優位の原則をうみだした。
　Ch五nese　Exclusi・n　Case（1889年）で，上告人のChae　Chan　Pingは，1875年から1887年まで，アメ
リカ合衆国に居住していた。最後の年に彼は，彼が出発のとき有効であった条約と法律によって資
格づけられた，サソフランシスコの税関吏によって発行された再入国証をもって，訪問のために支
那に帰った。1888年の彼の帰米について，彼は帰米の一週間前の，1888年10月1日に可決された議
会法によって，彼の証明書は無効となったという理由で，入国を拒否された。新しい法律では，帰
米の証明書は合衆国から出発のときの税関吏による発行のかわりに，外国の出発地のアメリカ領事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳から得なけれぽならないことを要求した。
　フィールド判事は，このような立法をすることは，国家の主権における，固有の権限であるとし
て，事後法を支持し，次のようにのべた。「外国人排斥の権限は，憲法によって委任された主権の
一部分として，合衆国の政府（government）に属する権限であるので，政府の判断で国の利益が，そ
れを要求する場合には，いつでもそれを行使することの制限をうけない。…・一政府のこの権限は他
　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳に移すことも，破棄することもできないものである」。
　Morm・n　Church　v．　U．　S．（1890年）事件で，ブラッドレー判事は次のようにのべている。「これら
の権限（外人排斥の権限）は，議会主権のそれであり，すべての独立国に属するものである。同じよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳うに，征服・条約・継承等による領土獲得の権利も，議会主権の付随的内容をなすものである」。
　Nishimura　Ek三n　v．　U．　S，（1892年）事件で，グレー判事は，「あらゆる主権国が，国内に外国人の
入国を禁止することが妥当と考えられ，もしくはそのように規定することが妥当と考える場合，及
び一定の条件で入国を許可することを決定する権限は，主権に固有のものとして，また自己保有に
本質的なものとして，有している。一・…合衆国では，この権限は連邦政府に授権している。憲法も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳また，戦争も平和の場合も，国際関係の全支配を国の政府にみとめている」。
　F・ng　Yue　Ting　v．　U．　S．（1892年）事件で，グレー判事は次のようにのべている。「帰化せず，ま
たこの国の市民となる方法を講じなかった外国人を追放する権利は，同じような理由にもとついて
おり，この国への入国を禁止し妨げる権利と同じように絶対的なものである。合衆国は主権国であ
り，独立国である。そして，国際関係の全支配と，その支配を維持し，有効とするに必要な政府の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳すべての権力を憲法によって授権されている」。
　注①　Elliot．，　Debates皿，　P．450．
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4条約の司法審査
　前項までにのべてきたように，裁判所においても，条約と法律との抵触問題についての議論は数
多くなされているが，これらはすべて，判決の中の付随意見としてのべられているものであって，
確定判決として，条約の国内的効力の方向を示したものは存在しない。
　なぜこのようなことになっているかについて，ここでアメリカ最高裁判所の示す，条約の司法審
査についての態度の概略を簡単に眺めてみることにしたい。
　アメリカ連邦最高裁判所の膨大な判決の歴史の中で，この問題については，二つの大きな理由が
存在していることがわかる。
　その理由の一つは，条約は政治問題（p・1itical　question）に類するものであるという判断からくる
制約である。いま一つは条約と国内法が抵触する場合は，これをできるだけ合致するように解釈し
ようとする「合致の推定」の原則の採用による制約である。
　これらの制約は，本来的に司法審査権のもつ本質的制約とは別に，アメリカ合衆国の政治史のな
かでつくられてきた，政策的，自己制限的な制約ということができる。
　政治問題については，次のように理解される。三権分立のもとにおいては，立法部と行政部と
は，司法部に対して一括して政治的部門と呼ばれる。そして，ある種の事項については，政治的部
門が最後的決定権をもつべきであって，司法部はかかる決定には関与せず，その決定に従うべきだ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①というのが，この種の事件を支配する思想である。
　このような理解のもとで，裁判所はある種の事件について，たとえそれカい事件xxたる姿をとり
かつ純理的には，憲法，条約，国際法の解釈適用の客体となりうべき場合でも，それが広く政治的
部門の問題であると判断されれば，それは司法決定のらち外にあるとして，裁判所が自らの管轄権
　　　　　　　　　②を否認することになる。
　この理論は，沿革的には，国際関係についての政治的部門の決定を裁判所で問題とすることが許
されないことから発生した。次にそれらの二，三の例をあげてみる。
　クラーク判事は，「わが政府の外交関係の処理は，連邦憲法上，行政府と立法府，すなわち政治
的部門にまかせられる。この政治的な権能の行使の妥当であるかどうかは，司法的審査または判決
　　　　　　　③の客体とならない」，とのべている。
　外交関係の処理には，条約の外に戦争の開始及び終了，外国人の入国禁止及び追放，領土権の範
囲，国家承認，交戦団体の承認，中立，外交官及び領事の代表権限の有無についての判定などがあ
げられる。条約の国内的効力についても多くの裁判で政治問題として，判断を拒否されてきてい
る。
　1821年にR．G．ハーバーは「条約の規定を停止するについて，この国が正しく政治的配慮をする
場合の決定は，立法部がする。裁判所は法律を条約締結権および条約の義務を免除する，より高い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④立法権によって生じるものから分離しなければならない」。
　Webster　v．　Reid（1846年）事件で，裁判所は混血児について，アイオワ州のSac　and　Fox地方に
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授権する1834年の議会法が，1824年の条約に違反するかどうかの問題に関して，次のようにのべて
いる。「その条約に規定されたものから，この土地の異った処分をつくることによって，1824年の
この法律の効果に関する限り，1824年の条約に，それが違反するかしないかは，本質的なものでは
ない。政府は，すべての条約のfaithをそこなわないで保有する，もっとも強い道義的義務のもと
にある。しかも，この問題で権限をもつ立法部が，この義務に違反することが当然とみるならぽ，
それをさまたげることは，司法権の範囲ではない。一…・もし裁判が阻止できるならば，彼らは戦争
宣言〔メキシコに対して〕は，条約の違反であったという理由で，法律自身のすべての力をまひさ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑧せることができるという主権者の行為である」。
　Tayl・r　v．　M・rton事件で，カーチス判事は，議会が条約を無効とするかどうかを考える場合，そ
のような仕事はほとんど裁判所の能力の外にあるとのべた。さらに彼はこのような問題は，政治機
関が決定すべきで，議会による条約の無効についての異議の問題であるとした。この事件の興味あ
る部分は，条約と法律との抵触は，より高い義務をもっている過程で解決される，ということであ
った。カーチスがとくに否認した，そうすることの一つの基礎は，ロシヤ麻が，マニラやインド麻
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥とはちがった植物でつくられているということを，発見したからである。そして，そのような仕事
は本来裁判所の仕事ではなく政府機関の仕事であるということにあった。
　ミラー判事は，Pencylvania　v．　Wheeling　and　Belmont　Bridge　Co．（1852年）事件で，司法的無能
力のテーマをくりかえした。つまり，もし裁判所が条約の義務を主張したならば，「それは戦争宣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦言を無効にし，軍隊の召集を停止し，大きな国際的仲裁者となる」また，ミラー判事は，条約に違
反する法律の無効宣言権は，裁判所にはないという前提をもつ権威として，Amiable　Isabella　Case
　　　　⑧を引用した。
　ミントン判事は，次のようにのべている。「もし，法律によって明白に授権されていなければ，
あたえられた外国人を追放すべき，政府の政策部門の決定を審査することは，裁判所の摂理内には
　⑨ない」。
　これらの事件では，条約と法律との関係で論じられたため，裁判所のいう政治部門は立法部にあ
り，条約の審査を結局，立法部にまかせたということになった。条約の司法審査を否定するとき，
条約が憲法に違反するという主張についても，同様の立場にたった。
　Doe　v．　Braden（1853年）事件では，米国とスペインとの間にフロリダの売買交渉が行われた際，
スペイン王は，王がフロリダにおけるスペイン人に対してなした，±地の下附を取り消す憲法上の
権能がないという抗弁が提出されたが，裁判所は，それは大統領と上院の決すべき問題であるとし
⑩
た。
　Terlinden　v．　Ames（190】年）事件では，ドイツ帝国の成立は，北米合衆国とプロシヤ間の犯人引
渡条約を終了せしむるかどうかが問題となったが，裁判所は，終了しないとする行政府の見解に従
　⑪ったQ
　条約と法律との抵触についての裁判所の判断が存在しない，いま一つの理由は，両者をなるべく
抵触しないように，解釈しようとする制約から生れる。
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　1804年のMurry　v，　Sehooner　Charming　Betsy事件において，アメリカ最高裁判所のマーシャル
判事は，「議会の制定法は，他に可能な解釈方法が残っている限り，国際法に抵触するものと解釈
　　　　　　⑫してはならない」とのべた。
　1871年のスコシア号事件で，ストロング判事は，「国家は，海上法を変更しえない。その法は普遍
的義務についてのものである，一またはニカ国の法では，世界の義務を創設しえないのである。こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬れらのことは，国際法と同様に，文明諸国の共通の同意に基礎をおいている」，とのべている。
　さらに，1925年のThe　over　the　T・P事件で，トーマス判事は「裁判は，国際法の原則に違反す
る法律（議会法）の実施を拒否する自由はないが，そのために，その議会法を解釈する場合は，そ
の国際法の原則が諸国民の良心に基礎をおき，そしてまた議会法は故意に国際法の該規則を破る意
図がなかったものと推定してならないことはない。換言すれぽ，議会法が疑いもなく，国際礼譲の
原則を無視する意図でない限り，その法（議会法）は，その原則（国際法）に合致する意図であると
　　　　⑭推定される」，とのべている。
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　　⑦高柳賢三，前掲，p．202．
　　③Oetjen　v．　Centra1　Leather　Co．，246　U．　S，297，302（1917年）におけるクラーク判事の見解。
　　④United　States　Reports（Supreme　Court），6　Wheaton（1816～1827）1at　65（1821），　Morris’Reports；
　　　Iowa（1839～】846），466　at　477～478．
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5　あ　と　が　き
　この小論は，先にまとめた「米国における条約と既存の法律との関係」（明治大学法制研究所紀要所
載）の続編をなすものである。
　アメリカにおける，条約と法律との国内法上の効力関係の論議は，結論的にいって両者のいずれ
が先行するにしても，どちらが優位して適用されるか明確な解決をみていないといってよかろう。
　法律優位論からすれば，条約締結の過程で下院が参加していないことによって，条約よりも法律
のほうが，国内における立法部の民主的統制に強く支配されることに比重をかける・一方，条約優
位論は，条約締結の際の当事者である外国の立場を重視する。この二つの基本的な態度の対立によ
って，「後法優位の原則」は，両者のいずれかが後法になったとき，単にその立場から便宜的に利
用されるだけで，この原則によっては，条約と法律との関係はなんら解決されるものとはなってい
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ない。
　　また，Taylor　v．　MortonやChinese　Exclusive　Casesなどにみられる議会主権の見解も，結局は条
約を政治問題として審査の外におこうとする政治的妥協から生れたものであり，そしてこの傾向は
条約が国内法的性質を有していることを認めながらも，その審査の効果が，国内にとどまらず，国
際的に大きく影響することからでた配慮によって，結局は裁判所が確定的な結論をさけてたことと
なった。
　　このような状況のもとで，アメリカでは，条約と法律とは，できるだけ相互に抵触しないように
解釈，運用するのが最も妥当な方法であるという見解が支配的である。なお条約の司法審査につい
ては，ここでは簡略にとどめたが，さらにあらためてくわしく検討を試みることにしたい。
International　Agreements　and　Sul）sequent
Statutes　in　the　United　States　of　America
Seiichi　Nakahara
　　In　the　United　States　of　America，　the　treay（international　agreement）is　the　law　of　the　land　by　the　arti－
cle　of　its　Constitution　prescribed賦All　treaties　made，　or　which　shall　be　made，　under　the　authority　of　the
United　States，　shall　be　the　supreme　Iaw　of　the　land”．　It　is　true　that　this　follows　the　rule　of　the　coln・
mon　law　established　in　England　thaゼ【international　law　is　a　part　of　the　law　of　the　land”．　The　6ame　ar－
ticle　of　this　Constitution，　moreover，　prescr三bes　that　the　constitution　and　ttthe　law　of　the　United　States
which　shall　be　made　in　pursuanee　thereof”，　as　well　as　the　international　treaties，　are　also　the　supreme　law
of　the　land．
　　Wheh　there　are　conflicts　between　the　treaty　and　the　s元atute，　therefore，　it　is　lmpossible　to　dedde
which　of　the　both　is　to　prevail　by　only　this　article．　It　is　generally　said　that　the　treaty　and　the　statute
have　the　same　force　and　follows　to　the　general　rule　in　the　internal呈aw　thatヒく1eges　posteriores　priores
abrogant”．　But，　the　relation　between　the　treaty　and　the　statute　is　extremely　delicate，　on　the　grounds
that　they　different　at　the　establishment　and　the　scope　of　their　application．
　　One　who　asserts　that　the　treaty　is　to　prevai1，0n　the　rule　that曜更pacta　sunt　servanda”圭n　the　inter・
national　law，　attaches　importance　to　the　effect　for　the　treaty　of　the　foreign　sovereignty　as　the　other
party　at　the　contract．　The　other　one　instists　the　statute　is　more　prevalent　than　the　treaty　in　the　internaI
effect，　because　the　statute　is　passed　by　the　representative　and　such　method　is　democratic．　However，　when
there　are，　in　practice，　conflicts　between　the　treaty　and　the　statute，　both　are　interpeted　no　conflicts
as　possible．
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